（第１分科会）
多忙化は解消できる！？
―“忙しい”の正体をあばく―
（海部支部）
１　提案概要
(1) 現状分析
学校を取り巻く現状を見てみると、平成２６年度に経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）が公表した「国際教員指導環境調査」では、日本の中学校教員の一週間あたりの勤務時間は、参加国の中で最長（５３．９時間）との結果となっています。また、社会の価値観の多様化や家庭教育力の低下などを背景に、保護者への対応の時間なども増加してきていると考えられます。そのような理由も重なり教員は多忙になり、結果として子どもと向き合う時間が減少してきています。
学校事務職員を取り巻く現状を見てみると、海部地区の共同実施においては、諸手当の認定事務といった実務面の強化や、ブロック内の学校であった事例を持ち寄っての事例研修等によるＯＪＴなどを行っています。また、各ブロックの実情に合わせ、今まで担当していなかった校務分掌への取組を行っています。しかし、組織ができあがっただけで、ブロックごとに取組の内容や意識の違いも大きく、今後はそれらを解消していくとともに、組織の強化、組織としての活動の強化を進めていく必要があります。また、今後は総括事務長、事務長が不足してくることも課題となります。
(2) テーマ設定と目的
上記のような状況の中、教員の主たる仕事は、子どもの学力の向上であり、大切なことは子どもと向き合うことではないかと考えました。そこで、教員が子どもと向き合う時間の確保のために、学校事務職員の視点で何かできることはないかとの思いから、教員の事務負担軽減のために学校事務職員への学校事務の移行という取組が良いのではないかと考えました。
しかし、多忙な学校事務職員も多く、経験年数の少ない学校事務職員も増えてきています。そのような現状において、学校事務職員への学校事務の移行という取組を進めたとしても、得られる効果は少なく、逆に学校現場はより多忙になるだけなのではないか。そして、経験年数の少ない学校事務職員や、現在仕事に追われている学校事務職員にとっては、より多忙になるだけなのではないかと考えました。
そこで、今回の分科会では海部地区の教員の現状、学校事務職員の現状を考察し、より最適で効果的な学校経営の在り方、また少しでも教職員の多忙を解消できるような提案をしていきたいと考えました。

２　まとめ 
(1) 教員の多忙化の解消は？
平成２７年２月に海部地区の全小中学校７１校の管理職を対象に行ったアンケートにより得られた結果のうち、教員にとって負担感が強く、かつ学校事務職員への移行が期待される項目、「教科書事務」「備品管理事務」「給食に伴う業務」「学年会計業務」を取り上げ、学校事務職員が教員の事務負担の軽減に取り組める可能性を考えました。その結果、多くの内容を教員から学校事務職員へ移行することが可能だとわかりました。
しかし、教員の業務は授業とそれに付随する準備だけでなく、部活動の指導、学校行事の準備、生徒指導や進路指導、保護者への対応など、学校および児童生徒に関連する全てに対応しています。そこで学校事務の移行以外にも目を向け、学校・教員向けの多忙化解消の方策として、「出張の軽減」「行事の精選」「会議の精選」「部活動の軽減」「時間外勤務の削減」について考えました。
また、教員の多忙化解消について、子どもと向き合う時間の確保を目的としているため、在校時間の縮減については進まないかもしれません。しかし、教員本来の業務に専念することにより、仕事の達成感や充実感が高まり、「多忙感」の解消にはつながると考えます。
(2) 学校事務職員の多忙化の解消は？
教員の多忙を解消するために、学校事務職員が多忙になってはいけませんし、学校事務職員が多忙なのであれば教員の多忙化解消になど関わってはいけないと考えました。そこで、学校事務職員の多忙化の解消のために、「共同実施組織においての担当制の推進による学校間の事務量の平準化と効率化」「学校事務職員の資質の向上に向けた取組の推進」「事務指導主事の導入」「各種リーダーの育成」「研究会組織の体制や事業の見直し」について考えました。
「多忙化の解消」を業務量の削減と考えた時に、上記で述べたような取組により多少なりとも削減が可能であり、多忙化は少なからず解消されると考えます。また、業務の全体量を現在よりも抑え、教員の事務負担軽減により移行してくる業務量の増加を加味しても、増加することのないように意識していくことが必要です。そして、「多忙化の解消」という意識、そのための手だてを考えていくことが大切だと考えます。
(3) 今後の課題と展望
教員が子どもと向き合う時間の確保のための方策として、「教員の事務負担軽減」をメインに研究しました。しかし、学校を取り巻く現状は複雑化・多様化しており、それらの課題解決のための１つの側面でしかないと考えます。今後は、学校だけでなく教育委員会のサポートのもと、既存の概念にとらわれない大胆な改善策を実行していく必要があると考えます。
「教員の多忙感」については、授業や成績管理など「教員でなければならない業務」には多忙と感じにくいというアンケート結果があるとはいえ、個人の意識や感情・感覚など主観的判断により変化するものであり、全員が同じ方向に進んでいるわけでもありません。そのため、協働的な職場づくりや教材研究や生徒指導を通して達成感や充実感をより味わってもらう工夫なども必要になってくると考えます。
また、学校事務職員が学校運営に関わる業務を担当しようとするならば、共同実施組織において支援する体制が求められます。各学校の地域性や突発的な事例が重なることで生じる多忙など、学校事情や属人性に影響されることのないように、学校間の業務量の平準化と事務の標準化を進めていくための方策が共同実施組織には必要となります。また、そのような方策がなされるように、リーダーとしての資質向上を図ることを、今まで以上に進めていく必要があると考えます。
今後さまざまな課題を解決するために、学校事務職員としてできることは他にもあると思います。そして、共同実施が本格的に実施された今だからこそ、共同実施を活用し、できることから始めていく姿勢が必要だと考えます。つまり、学校事務職員が個人であれ組織であれ、子どもと向き合う時間の確保を目指し、教員の事務負担の軽減等を図るため、始められる業務や進められる改善に取り組むことが大切です。

３　パネルディスカッション　－“忙しい”の正体をあばく－
パネリスト　名古屋芸術大学　　　　教授　酒井　宏明　氏
津島市立南小学校　　　校長　浅井　厚視　氏
あま市立甚目寺中学校　主査　大野　正親　氏
(1) 特別委員会提案への疑問
①　なぜ、教員の多忙化解消を事務職員が考えるのか。
【特別委員会】　多忙化の解消策は教育委員会が主導して考えるべきものであるが、学校という組織において、教員も事務職員も「子どもたちのために」というところは、同じであり、教員の多忙化は学校としての問題でもあると考える。教員と同じ職場で働く者として、また「チーム学校」の一員として、多忙化の状況を身近で見ている学校事務職員が積極的に関与することで、より有効な多忙化の解消策を見いだせると考えたため。
②　すでに手一杯の状態にある事務職員は、教員からの業務を請け負えるのか。
【特別委員会】　多忙化解消策に取り組むことで事務量が減れば、余裕を生むことができる。また、研修や経験を重ね、能力を向上させることで、キャパシティーが大きくなり、余裕を生むことができれば、業務の移行は可能である。
③　共同実施が多忙へと導いていないか。
[bookmark: _GoBack]【特別委員会】　前半の提案にもあるが、共同実施組織を使うことで、事務量の平準化と事務処理の効率化に効果があると考えてきた。例えば、教科書のシステム処理について、組織内の全校が行ってきた業務を担当者がまとめて処理することで、効率が良くなる。また、年度始めの職員に向けた説明資料を担当者が作成し共有することで、全体の業務量も減ることになる。このような担当制を推進することにより、多忙化の解消は可能であると考える。ただ、共同実施組織で行うことが良い業務とそうでない業務を選別する必要がある。また、情報共有ネットワークの整備など執務環境を整えることも共同実施活動を活性化するのに有効である。
(2) 多忙と多忙感への認識について
【特別委員会】
多忙…　客観的業務量（数値にできる業務量）が、勤務時間内に処理できる業務量に比べて超過している状態。
多忙感…　主観的に、つまり自分にとっては業務量が多い状態。そして、「多忙」の状態であるときに、ある要因が加わることで「多忙感」を感じる。
⇒　多忙感の要因を解消する必要がある。
【大野氏】
多忙…　時間が少ない。仕事が多い。（能率が悪い、要求水準が不適）
多忙感…　忙しいことで起こる負の感情。（多忙という病的状態に対する心の痛み）
⇒　仕事の能率を上げるor仕事量を減らすor水準を下げるといった、多忙という本質の状態を解決しなければ、何も変わらない。しかし、多忙という状態には負の感情（＝心の痛み）が伴うため、この部分を考えることも多忙化解消への一つのアプローチであると感じた。
【浅井氏】
多忙…　落ち着かない状態であるものの、やりたいことをやっているときには、充実感やモチベーションが高くなるため、多忙という状態が悪いとは限らない。
多忙感…　多忙という状態に強い負の要素が生じること。
（多忙のために疲労困憊する状態やストレスに苛まれる状態）
⇒　充実感やモチベーションが上がる、少しだけ無理をするという状態になるよう、管理職として制度的なところや仕組み的なところを整えたい。要はできるだけシンプルな体制に戻していきたいと考える。
【酒井氏】
多忙…　仕事の量に比例するもの。（仕事が多ければ多忙であるし、少なければ多忙でない）
多忙感…　仕事へのやりがい度に反比例するもの。（やりがい度が低ければ、多忙感は多く、やりがい度が高ければ多忙感は少ない）
⇒　やりがい度の高い仕事を考えることが必要である。
(3) 学校の多忙化解消策について
【大野氏】多忙化解消には、とりわけ能率と要求水準に改善の余地が大きいと考える。能率については、個々の仕事で考えるより、学校全体で考えるべきことであり、分業の徹底が効果的ではないか。例えば、ウィンウィンの条件を明示しながら、校務分掌を見直す、共同実施での細かい情報交換から小技を会得することで校内での能率を上げるなど。また、要求水準の適正化で言えば、共同実施によって過剰化になるのではなく、組織全体で高いパフォーマンスをすることを目指すべきだと思う。
【浅井氏】長時間勤務の見直しや適切な人事配置といった制度的な部分の改革はなかなか難しいところがある。そこで、外部人材の積極的な活用やボトムアップ型の学校経営を進めることで、やりがいや充実感を高め、前向きな多忙を目指したいと思う。例えば、学校事務職員や栄養教諭、養護教諭が指導主事として参画することも、その１つではないか。
【酒井氏】長年、言われている教員の多忙化に対して、例えば、部活動指導の時間が多くなりすぎないように、今後は強制的な手立ても必要であると考える。また、トップダウンの学校経営は、その場限りのものになりがちなので、ボトムアップ型の学校経営を進めていくことには賛成である。全職員が自ら考え、それぞれの立場から提言することがボトムアップ型の学校経営の基盤となるため、事務職員側からも事務職員としてのコンセンサスのもと積極的な発信を心掛けてほしいし、それが、やりがいへと繋がる学校経営への参画だと考える。特に、若い人はエネルギッシュであり、柔軟な発想も持ち合わせているので、その発信が今後の事務職員の新たな可能性を導くのではないかとも期待している。
